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　世界的に消費者の自己責任が問われるようになってきている中，本稿では，成人期以降のファイ
ナンス知識について，ファイナンス・テストの個々の設問について検討するとともに，成人期男女
のファイナンス知識，行動，満足感について，横断的に検討することを目的とした。インターネッ
ト調査によって収集された男性373名，女性409名を対象とした分析の結果，以下のことが示された。
1）ファイナンス知識は年長が高く，女性よりも男性の方が高い，2）ファイナンス行動は男性よりも
女性の方が高い，3）ファイナンス満足感は60歳代が若い世代よりも高く，女性よりも男性の方が高
い，4）ファイナンス知識の設問ごとに見た結果からは，女性の方がより，日常的な消費活動に関連
する設問で正答率が高かった。これらの結果は，現代日本におけるジェンダー不均衡の観点から考
察され，家計管理・運営に焦点化したファイナンス知識の必要性が指摘された。
キーワード：ファイナンシャル・リテラシー，ファイナンス知識，ファイナンス行動，
　　　　　　ファイナンス満足感，家計
【問題と目的】
　世界的に金融自由化が進行し，消費者の自己責任が問われるようになってきている中，ファイナ
ンシャル・リテラシーが着目されている。OECD は2002年に「金融教育プロジェクト」を開始した
のち，2008年に金融教育についての情報共有・分析等のための組織として「金融教育に関する国際
ネットワーク（International Network on Financial Education：以下 INFE とする）を組成している。
その後も，OECD/INFE は，2012年4月に「金融教育のための国家戦略に関するハイレベル原則」を
作成し，ファイナンシャル・リテラシーを測定する世界標準の尺度を開発（OECD/INFE，2013），
2017年には G20参加国における成人のファイナンシャル・リテラシーに関する報告を出すなど
（OECD/INFE，2017），精力的な取り組みが進められている。
　また，日本においても，バブル崩壊後の失われた10年を経て，2000年前後の日本版金融ビッグバ
ンを契機とする規制緩和・経済の自由化が進行するに伴い，「ネオリベラリズム」の旗の下に自己責
任論が浸透していき，自立した消費者である「かしこい市民」になることが求められるようになって
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いる（子安，2006）。政府は2005年を「金融教育元年」と位置づけ（福原，2008；北野，2012），2009年
に消費者庁を発足，2010年には消費者基本計画を閣議決定するなど，消費者教育を強く推進する姿
勢を打ち出している（消費者教育推進会議，2012）。こうした中で，お金をどのように使うかといっ
たいわゆるファイナンシャル・リテラシーの獲得が青年期以降の発達に重要な位置を占めるように
なってきていることが指摘されている（Jorgensen，2007；安藤，2007；神谷，2017）。
　しかしながら，日本におけるファイナンシャル・リテラシー 1）の調査は，山岡らの研究グループ（山
岡・淺野・阿部・ウォルスタッド・レベック，2012；山岡・浅野・阿部，2013；山岡・浅野・阿部，2017
など）や，北野ほか（北野・西尾，2013；北野・小山内・西尾，2014；北野・西尾・氏兼・小山内，
2014），あるいは安藤（2003），横山・高薮（2015）のように，高校生や大学生を調査したものが多い。
近年，金融広報中央委員会による「金融リテラシー調査」（金融広報中央委員会，2016）が実施された
ところであるが，実際に市民として生活している成人を対象とした調査は多くはない。
　そこで。本報告では，特に，成人期のファイナンス知識に着目し，先行研究（山岡ほか，2013，
2017）などと同様，設問ごとに検討することで成人期のファイナンス知識の様相について明らかに
することを第一の目的とする。さらに，ファイナンシャル・リテラシーに関連する概念として挙げ
られる（神谷，2016），「ファイナンス行動」「ファイナンス満足感」も取り上げ，その成人期の横断的
な変化を検討することを第二の目的とする。
【方法】
　調査法は，オンラインによるクローズド調査を用いた。㈱クロスマーケティングのモニター（平
成28年2月時点で全国170万人登録）を，性別，年齢の偏りを防ぐために，20歳代から60歳代の10
歳刻みで5群，性別で2群の計10群に各群100名ずつのデータを収集することとした。また，パーソ
ナル・ファイナンスについては，未婚・既婚が大きく関連することから（神谷，2010），平成22年の
国勢調査データに基づき，各年代男女の既婚率を算出し，各群の未婚者・既婚者の比率を決定した。
数値の丸めの関係で協力者の総数は1004名2）。調査は，2016年2月5日―8日に実施された。
オンライン・モニター調査によるサンプルの選抜
　本調査で実施されたオンライン調査は，匿名性の高さやコストの低さなど多くの利点があるが，
登録モニターの場合“professional respondents” と呼ばれる不誠実な回答者がいること（鈴木，
2016）や，調査に際して応分の注意資源を割かない「努力の最小限化」を行う回答者がいることが指
摘されている（Krosnick,1991；三浦・小林，2016）。そこで，本調査では，努力の最小限化傾向を有
する協力者を検出するために，a）2項目のライ・スケールの設定と b）入力画面のモニター表示時間
の2つの指標を用いて，分析対処のデータを厳選した。その結果，本調査で分析するデータは，本調
査782名（有効回答率77.9%），内訳として，未婚者295名（男性148名，女性147名），既婚者487名（男
性225名，女性262名）を対象とした。年齢の範囲は男女とも20歳－69歳。
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倫理的配慮
　実施にあたり著者の所属組織の研究倫理審査委員会による審査と承認を得た。調査の冒頭に，調
査への協力を依頼し，回答は途中で中断できること，得られた回答内容は研究以外の目的には使用
しないこと，さらに回答を終了した時点で調査協力に同意したことになることを明記し，回答に進
むようにした。
調査項目
　調査項目は，ファイナンス知識，行動，満足感に関する尺度のほか，フェイスシート情報として，
回答者と配偶者の年齢，職業，就業形態，および結婚歴，家族形態，夫婦の居住形態，子どもの年齢・
子どもの性別を尋ねた。
ファイナンス知識　Walstad & Rebeck（2005）による Financial Fitness for Life（FFFL）を日本語
版として作成された生活経済テスト（山岡ほか，2013）を使用した。同テストは山岡ほか（2017）では，
パーソナル・ファイナンス基礎テスト（PF 基礎テスト）と称されている。それを踏まえて，本稿では，
以下 PF 基礎テストと称する。PF 基礎テストは，「経済についての基礎的な考え方」「所得」「貯蓄」
「支出とクレジット」「金銭管理」といった5つのテーマから10問ずつ，全50問が出題されているも
のである。本調査ではこれらのうち，分野に偏らないように25問を抽出して出題した。設問はすべ
て4択であり，分析にあたっては正答を1，誤答を0とコーディングした。コーディング後の25項目
の合計をファイナンス知識得点とした。コーディング後の内的整合性はα =.67．
ファイナンス行動　Shim et al.（2010）で使用されていた健康なファイナンス行動尺度5項目を用い
た。具体的な項目は，「毎月，家計簿をつけている」「前もって決めた予算の範囲内でお金を使う」「将
来のために毎月貯金をする」「長期的な家計の目標に向けて投資をする」「月ごとのクレジットカー
ドの収支のバランスをとる」であった。「いつもしている⑸－よくしている⑷－わりとしている⑶－
あまりしていない⑵－まったくしていない⑴」5件法。5項目の内的整合性はα =.72であった。
ファイナンス満足感　Serido, Shim, & Tang（2013），Shim et al.（2010）などで使用されていたファ
イナンス満足感尺度，「私は自分のお金の使い方について満足している」「私はお金の支払いについ
て困難を抱えている。」「私は常にお金のことに関して心配をしている」の3項目（後ろ2項目は逆転
項目）。「そう思う⑸－ややそう思う⑷－どちらともいえない⑶－あまりそう思わない⑵－そう思わ
ない⑴」の5件法で尋ねた。3項目の内的整合性は，α =.68であった。
【結果】
ファイナンス知識の設問ごとの男女別正答率 3）
　男女ごとに PF 基礎テスト25設問の正答率を図1に示す。特に正答率が高かったのは，「2．資産
状況の改善方法」（男性85.52%，女性90.22%），「19．社会保険料の負担」（男性86.33%，女性
90.46%），「39．問題取引」（男性89.28%，女性89.00%）であり，逆に正答率が男女ともに3割以下と
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低かったのは，「26．流動性リスクが高い投資」（男性22.25%，女性19.56%），「21．複利運用の機会
費用」（男性17.43%，女性19.32%），「34．個人信用情報機関」（男性17.43%，女性16.63%），「3．機会
費用」（男性7.24%，女性9.29%）であった。なお，参考までに各設問の項目ごとの解答分布を付表に
示す。
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２０．給与計算
２１．複利運用の機会費用
２２．銀行口座の残額計算
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２６．流動性リスクが高い投資
２７．リスクと収益（リターン)の関係
２９．株主の権利
３２．ローン取引の便益
３４．個人信用情報機関
３８．クレジットカードの盗難
３９．問題取引
４１. 可処分所得
４３．家計管理
４５．口座残高の計算
４８．自動車保険
男性
女性
図1　PF基礎テストの設問ごとの正答率
註：各設問番号は山岡ほか（2013，2017）と同じ。 
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設問ごとに見た年齢と性によるファイナンス知識の差異
　PF 基礎テスト25設問について，それぞれ正答を1，誤答を0とコーディングした上で，25設問の
正否をすべて従属変数とし，年齢（5世代）と性別（男女）を独立変数とする多変量分散分析を施した。
その結果，年齢の主効果が F（4,772）=7.68, p<.001, η2 p =.04，性別の主効果が F（1,772）=6.31, p<.05, η2 p =.01
で有意であったが，年齢と性の交互作用は有意ではなかった F（4,772）=.98, n.s., η2 p =.01。また，項目
の 主 効 果 が F（22,16356）=241.14, p<.001, η2 p =.24，項目と年齢の交互作用が F（85,16356）=3.12, p<.001,
η2 p =.02，項目と性別の交互作用が F（22,16356）=3.49, p<.001, η2 p =.01，項目と年齢と性別の二次の交
互作用が F（85,16356）=1.36, p<.05, η2 p =.01といずれも有意であった。そこで，下位検定を行い，各設
問における，年齢と性別の影響を検討した。設問ごとの年齢と性別による正答率及び標準偏差につ
いてまとめたものが表1である。
　年齢と性別の単純交互作用が有意であったのは，「3．機会費用」，「5．無料のランチ」，「38．ク
レジットカードの盗難」の3問のみであった。「機会費用」は，どの世代でも総じて正答率の低い設問
であるが，比較的男性の20歳代と60歳代，女性の40歳代，50歳代で正答率が高いことが見て取れる。
また，「5．無料のランチ」の正答率は，男性では30歳代が最も高く（76.92%），60歳代で最も低く
（63.64%），女性では20歳・30歳代が6割程度で低く（順に60.87%，61.54%），60歳代が81.32% と最も
高かった。「38．クレジットカードの盗難」は，男性では30歳代が（56.92%），女性では20歳代が最
も低く（43.48%），逆に女性の30歳，40歳代では正答率が7割を超えていた（順に71.79%，72.62%）。
　年齢の単純主効果が有意であったのは，「2．資産状況の改善方法」「10．合理的な意思決定」「16．
プログラマーの需要増加」「20．給与計算」「27．リスクと収益（リターン）の関係）「15．人的資本」「19．
社会保険料の負担」「21．複利運用の機会費用」「22．銀行口座の残額計算」「32．ローン取引の便益」
「34．個人信用情報機関」「48．自動車保険」であった。これらの設問については，概して20歳，30
歳代の若い世代の正答率が低く，60歳代以降の高齢世代の正答率が高い傾向が見られているといえ
よう。ただし，「10．合理的な意思決定」では，男性では40歳，50歳代，女性では30歳代と60歳代
の正答率が高く，また，「21．複利運用の機会費用」では，女性の40歳代が36.90%，男性では20歳代
が30.00% と高く，逆に60歳代の男性は9.09％，女性でも15.38%，「34．個人信用情報機関」では同
じように，男女ともに20歳，30歳代は正答率が20% を超えているが，60歳代の男女では正答率が
10% にも満たない結果であり，設問によっては若年層や実年層の方が高齢者より正答率が高いこと
も示されている。
　さらに，性別の単純主効果が見られたのは10設問であり，男性の方が比較的高い正答率を示した
のは「4．自動車保険の加入」「16．プログラマーの需要増加」「22．銀行口座の残額計算」「23．早期
の貯蓄の意味」「27．リスクと収益（リターン）の関係）」「29．株主の権利」「32．ローン取引の便益」
「41. 可処分所得」の8設問であった。一方，「2．資産状況の改善方法」「43．家計管理」の2つの設問
では，男性よりも女性の方が比較的正答率が高く，両設問とも特に50歳代，60歳代の女性では正答
率が90% を超えていた。
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表1　年齢と性による設問ごとのファイナンス知識の差異
全体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代  
単純交互作用
F-value
年齢
F-value
性別
F-value
2． 資産状況の改
善方法
男性 正答率 85.52% 80.00% 87.69% 87.80% 83.33% 87.50% 0.51 4.90 ** 6.74 *
標準偏差 0.35 0.40 0.33 0.33 0.38 0.33
女性 正答率 90.22% 85.51% 92.31% 89.29% 90.80% 92.31%
標準偏差 0.30 0.35 0.27 0.31 0.29 0.27
3．機会費用 男性 正答率 7.24% 10.00% 1.54% 3.66% 6.41% 13.64% 3.61 ** 3.93 ** 0.03
標準偏差 0.26 0.30 0.12 0.19 0.25 0.35
女性 正答率 9.29% 4.35% 5.13% 13.10% 14.94% 7.69%
標準偏差 0.29 0.21 0.22 0.34 0.36 0.27
4． 自動車保険の
加入
男性 正答率 63.81% 66.67% 66.15% 63.41% 61.54% 62.50% 2.00 + 1.21 4.96 *
標準偏差 0.48 0.48 0.48 0.48 0.49 0.49
女性 正答率 58.19% 65.22% 69.23% 50.00% 64.37% 45.05%
標準偏差 0.49 0.48 0.46 0.50 0.48 0.50
5． 無料のランチ 男性 正答率 70.24% 66.67% 76.92% 71.95% 73.08% 63.64% 2.44 * 2.01 + 2.1
標準偏差 0.46 0.48 0.42 0.45 0.45 0.48
女性 正答率 68.95% 60.87% 61.54% 70.24% 67.82% 81.32%
標準偏差 0.46 0.49 0.49 0.46 0.47 0.39
6．選択の影響 男性 正答率 72.12% 70.00% 81.54% 74.39% 71.79% 64.77% 0.85 0.56 1.87
標準偏差 0.45 0.46 0.39 0.44 0.45 0.48
女性 正答率 70.66% 72.46% 69.23% 70.24% 68.97% 72.53%
標準偏差 0.46 0.45 0.46 0.46 0.47 0.45
8． 資源の希少性 男性 正答率 56.84% 53.33% 46.15% 64.63% 61.54% 55.68% 0.85 1.88 0.06
標準偏差 0.50 0.50 0.50 0.48 0.49 0.50
女性 正答率 59.41% 69.57% 52.56% 58.33% 63.22% 54.95%
標準偏差 0.49 0.46 0.50 0.50 0.49 0.50
10． 合理的な意
思決定
男性 正答率 30.29% 23.33% 27.69% 34.15% 37.18% 27.27% 1.58 3.41 ** 0.41
標準偏差 0.46 0.43 0.45 0.48 0.49 0.45
女性 正答率 34.72% 21.74% 41.03% 28.57% 39.08% 40.66%
標準偏差 0.48 0.42 0.50 0.45 0.49 0.49
15．人的資本 男性 正答率 77.21% 61.67% 70.77% 85.37% 82.05% 80.68% 0.98 5.10 *** 0.33
標準偏差 0.42 0.49 0.46 0.36 0.39 0.40
女性 正答率 76.28% 75.36% 67.95% 78.57% 78.16% 80.22%
標準偏差 0.43 0.43 0.47 0.41 0.42 0.40
16． プログラマー
の需要増加
男性 正答率 59.25% 46.67% 49.23% 64.63% 60.26% 69.32% 0.87 3.40 ** 4.33 *
標準偏差 0.49 0.50 0.50 0.48 0.49 0.46
女性 正答率 52.08% 49.28% 50.00% 50.00% 52.87% 57.14%
標準偏差 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50
19． 社会保険料
の負担
男性 正答率 86.33% 76.67% 78.46% 89.02% 89.74% 93.18% 0.95 7.16 *** 2.07
標準偏差 0.34 0.43 0.41 0.31 0.31 0.25
女性 正答率 90.46% 81.16% 89.74% 89.29% 96.55% 93.41%
標準偏差 0.29 0.39 0.31 0.31 0.18 0.25
20．給与計算 男性 正答率 80.97% 75.00% 75.38% 79.27% 83.33% 88.64% 0.12 4.76 ** 2.65
標準偏差 0.39 0.44 0.43 0.41 0.38 0.32
女性 正答率 76.77% 68.12% 71.79% 73.81% 80.46% 86.81%
標準偏差 0.42 0.47 0.45 0.44 0.40 0.34
21． 複利運用の
機会費用
男性 正答率 17.43% 30.00% 15.38% 28.05% 7.69% 9.09% 2.09 + 9.46 *** 0.08
標準偏差 0.38 0.46 0.36 0.45 0.27 0.29
女性 正答率 19.32% 17.39% 11.54% 36.90% 14.94% 15.38%
標準偏差 0.40 0.38 0.32 0.49 0.36 0.36
22． 銀行口座の
残額計算
男性 正答率 50.13% 43.33% 41.54% 46.34% 48.72% 65.91% 1.96 9.89 *** 11.21 ***
標準偏差 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.48
女性 正答率 38.63% 26.09% 17.95% 36.90% 54.02% 52.75%
標準偏差 0.49 0.44 0.39 0.49 0.50 0.50
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23． 早期の貯蓄
の意味
男性 正答率 48.26% 50.00% 52.31% 45.12% 46.15% 48.86% 2.08 + 1.51 4.27 *
標準偏差 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50
女性 正答率 41.56% 28.99% 35.90% 35.71% 49.43% 53.85%
標準偏差 0.49 0.46 0.48 0.48 0.50 0.50
26． 流動性リス
クが高い投
資
男性 正答率 22.25% 21.67% 23.08% 23.17% 17.95% 25.00% 0.42 0.96 0.34
標準偏差 0.42 0.42 0.42 0.42 0.39 0.44
女性 正答率 19.56% 24.64% 19.23% 14.29% 17.24% 23.08%
標準偏差 0.40 0.43 0.40 0.35 0.38 0.42
27． リスクと収
益（ リ タ ー
ン）の関係
男性 正答率 63.81% 56.67% 70.77% 74.39% 57.69% 59.09% 0.61 4.68 ** 4.09 *
標準偏差 0.48 0.50 0.46 0.44 0.50 0.49
女性 正答率 55.50% 49.28% 67.95% 60.71% 56.32% 43.96%
標準偏差 0.50 0.50 0.47 0.49 0.50 0.50
29． 株主の権利 男性 正答率 44.77% 38.33% 43.08% 59.76% 39.74% 40.91% 1.84 0.87 6.39 *
標準偏差 0.50 0.49 0.50 0.49 0.49 0.49
女性 正答率 34.72% 27.54% 37.18% 32.14% 36.78% 38.46%
標準偏差 0.48 0.45 0.49 0.47 0.49 0.49
32． ローン取引
の便益
男性 正答率 56.84% 40.00% 49.23% 53.66% 61.54% 72.73% 1.04 5.76 *** 18.22 ***
標準偏差 0.50 0.49 0.50 0.50 0.49 0.45
女性 正答率 40.34% 28.99% 37.18% 42.86% 34.48% 54.95%
標準偏差 0.49 0.46 0.49 0.50 0.48 0.50
34． 個人信用情
報機関
男性 正答率 17.43% 21.67% 20.00% 24.39% 17.95% 5.68% 1.46 8.01 *** 0.03
標準偏差 0.38 0.42 0.40 0.43 0.39 0.23
女性 正答率 16.63% 23.19% 26.92% 15.48% 10.34% 9.89%
標準偏差 0.37 0.43 0.45 0.36 0.31 0.30
38． クレジット
カードの盗
難
男性 正答率 63.81% 66.67% 56.92% 65.85% 62.82% 65.91% 2.92 * 0.63 0.47
標準偏差 0.48 0.48 0.50 0.48 0.49 0.48
女性 正答率 65.04% 43.48% 71.79% 72.62% 68.97% 64.84%
標準偏差 0.48 0.50 0.45 0.45 0.47 0.48
39．問題取引 男性 正答率 89.28% 81.67% 89.23% 89.02% 89.74% 94.32% 0.21 1.84 0.58
標準偏差 0.31 0.39 0.31 0.31 0.31 0.23
女性 正答率 89.00% 78.26% 88.46% 85.71% 94.25% 95.60%
標準偏差 0.31 0.42 0.32 0.35 0.23 0.21
41. 可処分所得 男性 正答率 49.87% 45.00% 49.23% 52.44% 47.44% 53.41% 0.77 0.32 6.25 *
標準偏差 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50
女性 正答率 39.61% 37.68% 28.21% 40.48% 43.68% 46.15%
標準偏差 0.49 0.49 0.45 0.49 0.50 0.50
43．家計管理 男性 正答率 82.57% 76.67% 73.85% 89.02% 83.33% 86.36% 0.63 0.98 6.66 *
標準偏差 0.38 0.43 0.44 0.31 0.38 0.35
女性 正答率 86.80% 78.26% 80.77% 86.90% 90.80% 94.51%
標準偏差 0.34 0.42 0.40 0.34 0.29 0.23
45． 口座残高の
計算
男性 正答率 69.71% 61.67% 64.62% 80.49% 74.36% 64.77% 1.12 2.30 + 2.49
標準偏差 0.46 0.49 0.48 0.40 0.44 0.48
女性 正答率 70.66% 60.87% 74.36% 75.00% 72.41% 69.23%
標準偏差 0.46 0.49 0.44 0.44 0.45 0.46
48． 自動車保険 男性 正答率 64.88% 45.00% 60.00% 65.85% 61.54% 84.09% 0.89 9.49 *** 0.01
標準偏差 0.48 0.50 0.49 0.48 0.49 0.37
女性 正答率 59.17% 39.13% 53.85% 63.10% 66.67% 68.13%
標準偏差 0.49 0.49 0.50 0.49 0.47 0.47
df=4/772 df=1/772 df=4/772
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ファイナンス知識の横断的検討
　さらに，PF 基礎テスト25問の正答総数をファイナンス知識の得点とし，各年齢段階と性別ごと
に示したものが表2になる。先の多変量分散分析の結果に立ち返り，年齢と性別の交互作用が見ら
れなかったことから，年齢の主効果について，多重比較（bonferroni）を行った結果を見てみると，20
歳代＜40歳代・50歳代・60歳代，30歳代＜60歳代の年代で差が有意であり，年長になるにつれて概
してファイナンスに関する知識が増加していることが明らかとなった。また，性別については，男
性のほうが女性よりも得点が高いことが示されていた。
ファイナンス行動の横断的検討
　年齢と性別を独立変数，ファイナンス行動を従属変数とした2要因分散分析を行った（表3）。そ
の結果，性別の主効果のみ有意であった（F（1,772）=11.77, p<.01, η2 p  =.02）。年齢の主効果と交互作
用は有意ではなかった。平均値より，女性のほうが男性よりもファイナンス行動が高いことが示さ
れていた。
ファイナンス満足感
　年齢と性別を独立変数，ファイナンス満足感を従属変数とした2要因分散分析を行った（表4）。
その結果，年齢の主効果が F（4,772）=8.94, p<.001, η2 p =.04，性別の主効果が F（1,772）=4.68, p<.05, η2 p  =.01
で有意であり，交互作用は有意ではなかった。年齢について多重比較（bonferroni）を行ったところ，
20歳代・30歳代・40歳代・50歳代 <60歳代の年代で差が有意であり，60歳代だけが，より若い世代
よりもファイナンス満足感が高いことが示されていた。また，性別については，男性のほうが女性
よりも満足感が高いことが示されていた。
表2　成人期におけるファイナンス知識の横断的変化
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代
男性 平均値 13.08 13.71 15.16 14.27 14.83
標準偏差 3.94 4.00 3.62 3.60 3.52
女性 平均値 12.17 13.22 13.70 14.28 14.43
標準偏差 3.40 3.39 3.94 3.16 3.40
Range 0-25
表3　成人期におけるファイナンス行動の横断的変化
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代
男性 平均値 2.57 2.73 2.58 2.62 2.57
標準偏差 0.97 1.03 0.85 0.81 0.76
女性 平均値 2.73 2.82 2.85 2.86 2.91
標準偏差 0.89 0.78 0.93 0.83 0.92
Range1-5
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【考察】
　本報告では，ファイナンス知識について，先行研究（山岡ほか，2013，2017）などと同様，設問ごと
に検討することで成人期のファイナンス知識の様相について明らかにすること，ならびに，ファイ
ンナンス行動やファイナンス満足感ついても成人期の横断的な変化を検討することを目的としてい
た。
　設問ごとに着目した検討では，特に正答率が高かったのは，「資産状況の改善方法」「社会保険料
の負担」「問題取引」であり，逆に正答率が男女ともに3割以下と低かったのは，「流動性リスクが高
い投資」「複利運用の機会費用」「個人信用情報機関」「機会費用」であった。正答率の高かった3つの
設問は，いずれの高校生・大学生を対象とした山岡ほかの調査で，「資産状況の改善方法」が7 ～ 8割，
「社会保険料の負担」が5 ～ 7割，「問題取引」が5 ～ 8割台であったこと（山岡ほか，2017）を考えると，
いずれも同程度からより高い正答率を示していた。また，正答率の低かった4設問については，「機
会費用」や「流動性リスクが高い投資」は，高校生や大学生と同程度か，高い値を示しているが，「複
利運用の機会費用」と「個人信用情報機関」は，山岡ほか（2017）で報告されている3回の高校生・大
学生の正答率よりも大きく下回っていることが示された。この2設問については，年齢による検討
において，他の設問と異なり，高齢者よりも若年者層の正答率の方が高いことが明らかになってお
り，成人としての日常生活の中でなじみの薄い経済知識である可能性が示唆されよう。特に，「複
利運用の機会費用」については，正答率が特に低い「3．機会費用」と同様，「機会費用」という経済的
概念の理解を前提としているものであることも関連していることが考えられる。
　しかし，ファイナンス知識の全体的な傾向としては，山岡ほか（2017）の高校生・大学生の結果を
踏まえても，加齢とともに経済知識が増加していくことが示され，成人として社会生活を送ってい
く中で，理解が深まっていくことが考えられる。また，性別に着目したところでは，「早期の貯蓄の
意味」といった「複利」の意味についての理解や，「ローン取引の便益」における「便益」といった概念
の理解，あるいは「銀行口座の残額計算」にみられる算法的な能力といった面では男性の方が女性よ
りも正答率が高かったが，「資産状況の改善方法」「家計管理」の2つの設問では，男性よりも女性の
方が比較的正答率が高く，両設問とも特に50歳代，60歳代の女性では正答率が90% を超えていた。
後者の2つはいずれも，家計の管理・運営に深くかかわる事柄であることから，世代的にも専業主婦
として家計従事者の役割を担ってきた女性たちの正答率が高かったのではないかと考えられる。こ
れらは，高齢世代においては，市場労働によってファイナンス知識を身に着ける機会の多い男性と，
表4　成人期におけるファイナンス満足感の横断的変化
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代
男性 平均値 3.11 3.03 3.04 3.01 3.44
標準偏差 0.80 0.85 0.76 0.74 0.65
女性 平均値 2.77 2.82 2.96 3.11 3.34
標準偏差 0.80 0.86 1.00 0.83 0.90
Range1-5
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性別役割分業の中で，家計管理・運営という役割を担うことの多い女性という対比で理解されうる
ものとも考えられるが，ただ，性と年齢の交互作用が有意でなかったことを踏まえると，今後より
丁寧に検討を進める必要があろう。
　本稿では，第二の目的として，ファイナンス知識，行動，満足感について成人期の変化を横断的に
検討することを目的としていた。その結果，既述のように，ファイナンス知識は全体としては年長
になるにつれて正答率が高くなり，また，女性よりも男性の方が知識を多く有することが示された。
金融広報中央委員会（2016）の調査でも，（18，19歳を含めた）20歳代から，60歳代にかけてリテラシー
が向上し，70歳代で下がることが示されているが，同様の結果であるといえよう。
　一方で，ファイナンス行動では，年齢では有意な差は見られず，女性の方が男性よりもファイナ
ンス行動が高いことが示されていた。ファイナンス行動については，「前もって決めた予算の範囲
内でお金を使う」「将来のために毎月貯金をする」といった日常的な消費活動の中で営む行動を尋ね
ているものであり，そのために世代によって明確な差は見られなかったのであろう。また，そうし
た日常的な消費活動を示すファイナンス行動は，家計管理・運営を担う役割として伝統的な女性の
役割に位置づけられているため，女性の方が男性よりも得点が高かったものと考えられる。
　次に，ファイナンス満足感では，60歳代だけが，50歳代以下の世代よりもファイナンス満足感が
高いこと，男性のほうが女性よりも満足感が高いことが示されていた。ファイナンス満足感3項目
を見てみると，3項目中2項目が逆転項目であった。参考までにこの3項目で主成分分析を施してみ
たところ，固有値の減衰は1.83，.74…と1成分で全体の61.02% が説明され，成分負荷量の高い順に「支
払いの困難」（.86），「お金の心配」（.79），「使い方満足」（.69）であった（前2項目は逆転済）。このこ
とから，厳密には，この尺度では「満足感」という肯定的な構成概念そのものを測定しているという
よりも，「お金について困難や心配を抱いていない」ことを表していると考えたほうが適切かもしれ
ない。このことが60歳代に高く示されたのは，リタイア後の悠々自適の年金生活によるものなのか，
1980年代後半からのバブル期に壮年期を過ごしていた世代の貯蓄の豊かさを示すものなのか，ある
いはそれ以外の理由によるものなのかは，さらに検討が必要になるだろう。また，男性の方が女性
よりも満足感が高いといった結果も，従来の，男性が稼ぎ手役割として位置づけられてきたことと
関連があるものと思料される。
　さらに，日常的な家計管理・運営については，女性の方が男性よりも得点が高いにもかかわらず，
満足感は女性よりも男性の方が高いこと，そして，ファイナンス知識に関しては，家計管理・運営と
いう役割を担うことの多い女性たちが，より日常的な消費活動に関連する設問で高い正答率を示し
ていたことをあわせて鑑みると，改めて，「市場」と「家庭」という生産の場と消費・再生産の場とし
て振り分けられた近代社会のジェンダー不均衡がそこに浮かび上がってくるように思われる。稼ぎ
手役割としての男性は，職業人としてのキャリアを形成していく中で，市場労働を通じて経済知識
を体得するとともに，経済的にも不満や困難を女性ほどには感じていない。片や，消費・再生産の
場である「家庭」に縛られた女性たちは，市場論理に基づく「経済知識」を体得する機会を喪失しつ
つ，「育てる性」として，家計管理・運営というシャドウ・ワークに従事することを期待されていた
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のではないか。そんな，およそ90年代初頭の言説，あるいは夢想が，ふと脳裏をよぎってしまう。
とすると，こうしたジェンダー不均衡に対し，道徳性研究に男性原理が内在していることを指摘し
た Gilligan（1982）のように，従来のファイナンス知識を問うテストに対して，「男性原理（市場原理）」
に偏重した設問になっているとの指摘ができうるかもしれない。そのことは，家庭・消費の場に焦
点化した「ファイナンス知識」という概念の可能性をも提示するものである。
　神谷（2016）は，ファイナンス（パーソナル・ファイナンス）の概念を手掛かりとして夫婦や家族の
心理学研究を推しすすめる「家計心理学」（Family Finance Psychology）を提唱しているが，そこで
は，家計管理・運営者に問われるファイナンシャル・リテラシーの基盤としてのファイナンス知識
という概念が新たに想定されうるのかもしれない。またそれは，神谷（2017）が指摘した新たな家計
管理・運営のリテラシーとしての批判的思考と，どのように関係づけられるであろうか。今後さら
なる検討が求められるところである。
【註】
1）ファイナンシャル・リテラシーの定義や概念をめぐっては，神谷（2016，2017）を参照のこと。
2）なお，既婚者には，データ収集の際に，配偶者にも同様の回答を求め，快諾が得られたもののみ調査に協力をしても
らっている。これは，本調査が本来，夫婦ペアデータによる検討を目的としていたためであるが，このことでサン
プルにゆがみが生じている可能性は否めない。なお，これら配偶者データについて今回は用いていない。
3）各設問番号は山岡ほか（2013，2017）と同じである。
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男性 女性
aq1_2．資産状況の改善方法⑶
①  クレジットカードを使って，所得
よりも多く支出すること
14 7
②  直感力で，すばやく資産に関する
意思決定をすること
30 24
③  所得を稼ぎ始めたら，なるべく人
生の早い時期に貯蓄をすること
319 369
④  学校を続けないで，労働経験を早
めに積むこと
10 9
aq2_3．機会費用⑶
① トレーナー 22 33
② CD プレーヤー 233 243
③ コンピュータゲーム 27 38
④ トレーナーとコンピュータゲーム 91 95
aq3_4．自動車保険の加入⑴
①  より高い保険料の自動車保険から
得られる便益は，費用より大きい。
238 238
②  より高い保険料の自動車保険は，
彼女が事故にあう危険を減らす。
33 42
③  より高い保険料の自動車保険は，
彼女の貯金をより速く増やす。
11 19
④  彼女は，今後いっそう安全運転を
する。
91 110
aq4_5．無料のランチ⑷
①  無料のランチは詐欺であるが，避
けることができない。
30 33
②  希少資源は少ないので，そのため
に高価である。
44 45
③  社会ではなく個人が，資源（時間）
の不足に直面している。
37 49
④  ある目的のために使われた資源
（時間）は，別の目的のために使う
ことができたはずである。
262 282
aq5_6．選択の影響⑷
① 正しい選択には費用がかからない。 23 26
②  人々は誘因（インセンティブ）に反
応しない。
8 14
③  自発的な交換は，得する者と損す
る者を生む。
73 80
④  今，選択したことは将来に影響を
及ぼす。
269 289
男性 女性
aq6_8．資源の希少性⑶
①  資源が完全に利用される。 61 52
② 財・サービスの生産が一定になる。 31 26
③  人々は選択肢の中から選択をしな
ければならない。
212 243
④  豊富にある生産物は，相対的に高
価格になる。
69 88
aq7_10．合理的な意思決定⑷
①  結論の導出 → モデルの組立て 
→ 一般化
36 21
②  仮定の確認 → 政策の立案 
→ 政策の評価
65 57
③  事実の収集 → 理論の構築 
→ シミュレーションの実施
159 189
④  問題の明確化 → 選択肢の列記 
→ 評価基準の確認
113 142
aq8_15．人的資本⑵
① 株式と債券 11 9
② 知識と技能 288 312
③ 工場と設備 21 15
④ 貯蓄と投資 53 73
aq9_16．プログラマーの需要増加⑶
① ソフトウェアの価格の低下 74 82
② ソフトウェアの供給の減少 31 49
③  ソフトウェア・プログラマーの賃
金の上昇
221 213
④  ソフトウェア・プログラマーの失
業の増加
47 65
aq10_19．社会保険料の負担⑶
① マリだけ 10 6
② 彼女の雇用主（会社）だけ 32 31
③ 彼女と彼女の雇用主（会社） 322 370
④ 政府 9 2
aq11_20．給与計算⑴
① 100,000円 302 314
② 108,000円 23 48
③ 117,000円 22 22
④ 125,000円 26 25
付表　男女別のPF基礎テストの各設問解答分布 a）
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男性 女性
aq12_21．複利運用の機会費用⑶
① その年の税金が少なくなること 19 24
② 預金がなくなるリスクが増加すること 34 42
③  現在の消費に使えるお金が少なく
なること
65 79
④ 預金につく利息が増えること 255 264
aq13_22．銀行口座の残額計算⑷
① 50,500円 65 89
② 55,000円 42 83
③ 55,000円未満 79 79
④ 55,000円超 187 158
aq14_23．早期の貯蓄の意味⑷
①  所得を稼ぎ始めたばかりの頃は，
貯蓄がより容易であるから
52 73
②  歳をとると，消費に回す所得が増
えて貯蓄が難しいから
127 145
③  クレジットで買い物をする時に，
より高い金利になるから
14 21
④  利息に利息がついて，複利で有利
な運用が可能になるから
180 170
aq15_26．流動性リスクが高い投資⑴
① 不動産 83 80
② 投資信託 51 74
③ 銀行預金 16 25
④ 株式 223 230
aq16_27．リスクと収益（リターン）の関係⑵
①  リスクが高ければ高いほど，期待さ
れる収益は低くなることが見込まれ
る。
19 27
②  リスクが高ければ高いほど，期待さ
れる収益は高くなることが見込まれ
る。
238 227
③  リスクの大きさは，期待される収
益とは関係ない。 46 56
④ 両者に関係はあるが，明確ではない。 70 99
aq17_29．株主の権利⑴
① 会社を所有する権利の一部 167 142
② 年間の固定された金利 20 20
③ 年間の配当額の保証 169 227
④ 保険による投資の保護 17 20
aq18_32．ローン取引の便益⑶
① 貸し手だけ 134 202
② 借り手だけ 15 28
③ 借り手と貸し手の両方 212 165
④ 誰も便益を得ない 12 14
男性 女性
aq19_34．個人信用情報機関⑶
①  優良な消費者にクレジットの利用
を広めること
28 26
②  クレジットの申し込みをした消費
者を審査すること
246 279
③  消費者のクレジットの月々の支払
記録を保有すること
65 68
④  多重債務を抱えている人に警告を
与えること
34 36
aq20_38．クレジットカードの盗難⑴
①  カードの盗難についてすぐに連絡を
したので，あなたが20万円の支払
いを要求されることはないだろう。
238 266
②  無許可のカードユーザーである窃盗
犯が捕まらなければ，あなたが20万
円を支払わなければならないだろう。
54 59
③  あなたは，5,000円だけ支払う必要
があるだろう。
17 24
④  カードはあなたの名前で発行され
ているので，あなたが20万円を支
払わなければならないだろう。
64 60
aq21_39．問題取引⑷
① 個人情報の窃盗 11 8
② 架空請求 15 14
③ アポイントメント商法 14 23
④ マルチ商法 333 364
aq22_41. 可処分所得⑶
① 給与から控除された金額である。 121 125
②  変動費の支払いに備えた予算額で
ある。
32 60
③  給与から控除額を除いた後の消費
額と貯蓄額である。
186 162
④ 毎月の投資額と貯蓄額である。 34 62
aq23_43．家計管理⑵
①  家計にかなりゆとりができてから
貯蓄を始めるこ
44 27
②  消費をする前に，貯蓄のためのお
金を先に取っておくこと
308 355
③  生活必需品へ支出する前に，娯楽
費への支出を先に済ませること
12 20
④  クレジットカードを使って，欲し
かった高額商品を手に入れること
9 7
aq24_45．口座残高の計算⑶
① 450,000円 22 20
② 500,000円 18 23
③ 550,000円 260 289
④ 600,000円 73 77
aq25_48．自動車保険⑶
① 0円 15 17
② 200,000円 72 112
③ 300,000円 242 242
④ 500,000円 44 38
a）斜字体は正答を示す。
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 In recent years, the economic climate has demanded that consumers become more financially 
independent. The aims of this article are to clarify a cross-sectional change in financial knowledge, 
behaviour, and satisfaction, and to examine the scores for each individual financial knowledge test 
question among Japanese adults. An Internet survey was administered to 373 men and 409 
women and the results were as follows: ⑴ The financial knowledge scores among older people 
was higher than that of younger people, with men scoring higher than women; ⑵ the financial 
behaviour score for men was higher than that for women; ⑶ the financial satisfaction score for 
people above 60 years of age was higher than that for younger people, with men scoring higher 
than women; and ⑷ for each individual test question, the financial knowledge scores concerning 
daily family finance were higher among women than among men. These results advance another 
new financial knowledge concept that is daily family finance under gender inequality of 
contemporary Japan.
Keywords： Financial literacy, Financial knowledge, Financial behavior, Satisfaction, Family 
Finance
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